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背景

• 2021年3月11日、財務省は税務行政における事前確認制度

（Advanced Pricing Agreement - APA)適用ガイドラインの通達草

案についての意見募集に関するOfficial Letter No.2503/BTC-TCT

を公布しました。本通達は、通達第201/2013/TT-BTC号（以下

「通達201」）に代わるものとなります。

• 本通達草案では政府の2020年10月19日付の政令第

126/2020/ND-CP号（以下、「政令126」）の第12条の第41項、およ

び2020年11月05日付の政令第132/2020/ND-CP号（以下、「政令

132」）に基づき、以下のとおり注意すべきポイントをお伝えしま

す。

1. 適用対象

2. APAの有効期間

3. APA適用の原則

4. 実施プロセス

5. APAの適用対象取引

6. APA適用の際に使用される

情報

7. 実施タイムライン
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主要ポイント

適用対象

適用対象に関する補足事項は以下のとおりです。

納税者との間の関連者間取引を行っている組織
または事業体が、外国企業の本社とPE（恒久的
施設）の関係にある場合、関連者間取引にAPA
を適用する際、それぞれのPE（恒久的施設組織）

は、外国企業または当該外国企業の他の恒久
的施設から独立しており、完全に分離されている
ものとみなされます。

03

01

04
APA適用の原則

• APAは納税者が、政令126の第41条の第3項

に従って必要な記録、文書、情報を提供する
と共に、正式なAPA適用申請を行う事を基と
して適用されることになります。

• APA適用への申請書はベトナム語で １部作
成する必要があります。二国間または多国

間におけるAPA適用を申請する場合、主要言
語をベトナム語とし、英訳した文書を添付しな

ければなりません。

実施プロセス

• 税務総局は二国間・多国間のAPAの申

請手続きや実施状況の監督において、
ベトナム税務当局と外国税務当局との
間の主要な連絡窓口（文書や通知の受
領・送付先）となります。

• 財務省は税務総局による評価・交換・交
渉を行った後、作成されたAPAの最終草
案を承認します。従来の通達第201号で

は財務省が交渉案を承認した後、税務
総局が納税者との間、または納税者と
外国税務当局との間でAPA交渉を行うこ
ととされていました。

02
APAの有効期間

APAが締結された場合、APAの発効日から
最大３課税年度まで有効となります。APAが

有効となるタイミングについては政令126 号
の第41条の第7項に規定されており、具体

的には納税者が税申告する前にAPAが成立
されることになります。
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05
APAの適用対象取引

• APAの適用対象とされる取引は政令132で定められた関連者間取引
になります。

• 当該取引は以下の条件をすべて満たす必要があります。

• 法人税に関する法令に基づく法人税優遇措置により、法人税

の免税となる所得に関連しない取引であること。

• 政令132で規定された比較分析及び独立比較対象の選定の

原則に従った関連者間取引の性質を有する事を判断するのに
十分な情報と文書を有すること。

• 政令132で規定された標準的な独立企業間価格レンジを確定
するための独立比較対象の十分な数を、法的に検証された商

業データベースから検索することが可能な取引であること。

• 納税者の生産・事業活動において実際に発生し、申請された

APA適用期間中に継続する取引で、その取引における納税者
の価格、利益率、利益配分率に対する決定結果がAPA適用期

間と比べて申請前期間での課税年度において重要な変動が
ないこと。

• 税務行政違反による申立や紛争中にはない状況において発
生した税金債務を有する取引である事。すなわち、脱税、回避

または租税条約の悪用を目的とした取引ではない取引である
こと。
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主要ポイント（続き）

APA適用の際に使用される情報

• APA適用範囲内の関連者間取引の比較分析、価格決定又は比較のための独立比較対象の選定に用いるデー
タベースは税務管理法および政令132で定めた移転価格の申告・決定・管理に使用されるデータベースに関す
る規則に基づいて、実行に移される事になります。

• APA適用範囲内の関連者間取引における標準的な独立企業間価格範囲の決定又は比較分析に用いる商業

データベースはデータ提供者が企業の監査済財務諸表や年次報告書などのすべての関連当事者がアクセスで
きる公的な情報源から取得、収集、標準化した財務情報やデータでなければなりません。

07

06

実施タイムライン

本通達草案では、通達201のような具体的なタイムライ
ンに関する内容を開示していません。

以上、本通達草案は通達201でのAPAに関する内容を多く継承し、同時にベトナムでの
実務および国際的な慣行に適切な実施可能性を確保していると考えられます。APAの

適用をご検討されている企業は実行可能性や長期的な戦略、関連当事者取引におけ
る利益の確保、税務コンプライアンスの義務などを評価するように新規則の変更点に

ついて慎重にご検討されることを推奨いたします。
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